
障害者雇用施策の状況 
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障害者雇用対策について 

〇雇用義務制度 
事業主に対し、障害者雇用率に相当する人数の障害者の雇用を義務づけ。 
・民間企業        2.0％ 
・国、地方公共団体等   2.3％ 
・都道府県等の教育委員会 2.2％ 

〇納付金制度 
障害者の雇用に伴う事業主（常用労働者200人超※）の経済的負担の調整。 
・ 障害者雇用納付金（雇用率未達成事業主）不足１人 月額５万円徴収 
・ 障害者雇用調整金（雇用率達成事業主）  超過１人 月額２万７千円支給 
※ 200人以下の事業主には報奨金制度あり。 

〇納付金助成金制度 
納付金を財源として障害者を雇い入れるための施設の設置、介助者の配置等に助成金を支給。 

〇障害者トライアル雇用奨励金 
 障害者を雇用していない事業主の不安を解消す
るため、ハローワークの紹介により障害者に対し
３か月のトライアル雇用を行う事業主に対し奨励
金を支給。 

〇特定求職者雇用開発助成金 
ハローワーク等の紹介により障害者等を雇用する
事業主に対し助成。 

〇障害者初回雇用奨励金 
 障害者雇用の経験がない中小企業で、初めての
雇入れにより法定雇用障害者数以上の障害者を雇
用した場合、奨励金を支給。       等 

※ その他、障害特性に応じた支援策を講じている。 

障害者雇用のための助成措置 障害者雇用義務制度等 

身近な地域において雇用、保健、福祉、教育等の地域の関係機関のネットワークを形成し、就業面と生活面にわたる一体的な支援を実施。  

＊主な支援内容 ①就業支援…就業に向けた準備支援、求職活動、職場定着支援など障害特性を踏まえた雇用管理に関する助言   

        ②生活支援…生活習慣形成、健康管理等の日常生活の自己管理に関する助言住居、年金、余暇活動など生活設計に関する助言など 

職場での適応に課題を有する障害者に対して、職場適応援助者（ジョブコーチ）を事業所に派遣または配置し、職場での課題を改善し、職場定着を図る

ための決め細かな人的支援を実施。 

＊主な支援内容 ○障害者向け…職場内コミュニケーション、作業遂行力の向上支援など ○事業主向け…職務内容の設定、指導方法に関する助言など 

職場適応援助者（ジョブコーチ）による支援 

障害者就業・生活支援センターにおける支援 

一般雇用への移行の推進 

○ハローワークでの取組 
  専門職員や職業相談員による障害の種類・程度に応じたきめ細かな職業相談・紹介、職場定着支援指導等を実施。 

〇チーム支援 
 就職を希望する障害者に対し、ハローワークを中心に福祉施設等の職員、その他の就労支援者からなる「障害者就労支援チーム」を結成し、就職の準

備段階から職場定着までの一貫した支援を実施。 

〇福祉、教育、医療から雇用への移行推進事業 
 企業、障害者とその保護者や就労支援機関等の職員等の、障害者が企業で就労することに対する不安感等の払拭や理解促進を図るため、就労支援セミ

ナー等により企業理解を促進するとともに、障害者に対する職場実習を推進。 

障害者に対して作業能力向上、労働習慣の体得等の支援を行うほか、事業主に対して障害者雇用に関する相談･援助を実施。 

地域障害者職業センターにおける支援 



１．障害者の権利に関する条約の批准に向けた対応 

障害者の雇用の促進等に関する法律の一部を改正する法律の概要 

 雇用の分野における障害者に対する差別の禁止及び障害者が職場で働くに当たっての支障を改善する
ための措置（合理的配慮の提供義務）を定めるとともに、障害者の雇用に関する状況に鑑み、精神障害者
を法定雇用率の算定基礎に加える等の措置を講ずる。 

（１）障害者に対する差別の禁止 
 雇用の分野における障害を理由とする差別的取扱いを禁止する。 
  
（２）合理的配慮の提供義務 
 事業主に、障害者が職場で働くに当たっての支障を改善するための措置を講ずることを義務付ける。 
ただし、当該措置が事業主に対して過重な負担を及ぼすこととなる場合を除く。 
  
 （想定される例） 
 ・ 車いすを利用する方に合わせて、机や作業台の高さを調整すること 
 ・ 知的障害を持つ方に合わせて、口頭だけでなく分かりやすい文書・絵図を用いて説明すること 
  
→（１）（２）については、公労使障の四者で構成される労働政策審議会の意見を聴いて定める「指針」において 
  具体的な事例を示す。 
   
（３）苦情処理・紛争解決援助 
 ① 事業主に対して、（１）（２）に係るその雇用する障害者からの苦情を自主的に解決することを努力義務化。 

 ② （１）（２）に係る紛争について、個別労働関係紛争の解決の促進に関する法律の特例（紛争調整委員会による調停
や都道府県労働局長による勧告等）を整備。 

２．法定雇用率の算定基礎の見直し 

 法定雇用率の算定基礎に精神障害者を加える。ただし、施行（Ｈ30）後５年間に限り、精神障害者を法定雇用率の算定
基礎に加えることに伴う法定雇用率の引上げ分について、本来の計算式で算定した率よりも低くすることを可能とする。 

３．その他 

 障害者の範囲の明確化その他の所要の措置を講ずる。 

施行期日：平成28年4月1日（ただし、２は平成30年4月1日、 ３（障害者の範囲の明確化に限る。）は公布日（平成25年6月19日）） 



障害者雇用促進法の概要 

【目的】 障害者の雇用義務等に基づく雇用の促進等のための措置、職業リハビリテーションの措置等を通じて、障害 

     者の職業の安定を図ること。  
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①事業主に対し、障害者雇用率に相当する人数の身体障害者・知的障害者の雇用を義務づける 
  民間企業 ………………………………………………2.0％（～平成25年3月 1.8％） 

  国、地方公共団体、特殊法人等 ……………………2.3％（   〃      2.1％） 

  都道府県等の教育委員会 ……………………………2.2％（   〃      2.0％） 
 

 ※１ 大企業等において、障害者を多数雇用する等一定の要件を満たす会社（特例子会社）を設立した場合等、雇用率算定の特例も認めている。 
 ※２ 精神障害者（手帳所持者）については、雇用義務の対象ではないが、各企業の雇用率（実雇用率）に算定することができる。 
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事業主に対する措置 

②障害者の雇用に伴う事業主の経済的負担の調整を図る 
 ○ 障害者雇用納付金（雇用率未達成事業主）    不足１人 月額５万円徴収  （適用対象：常用労働者200人超） 
 ○ 障害者雇用調整金（雇用率達成事業主）      超過１人 月額２万７千円支給（適用対象：常用労働者200人超）  
  ※１ 平成27年４月より100人を超える事業主に拡大。 
  ※２ この他、200人以下（平成27年４月より100人以下）の事業主については報奨金制度あり。 
   （障害者を４％又は６人のいずれか多い人数を超えて雇用する場合、超過１人月額２万１千円支給）   
  
 ・ 上記のほか、在宅就業障害者に仕事を発注する事業主に対する特例調整金・特例報奨金の制度がある。（在宅就業障害者支援制度） 

③障害者を雇い入れるための施設の設置、介助者の配置等に助成金を支給 
 
  ・障害者作業施設設置等助成金 

  ・障害者介助等助成金             等  
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障害者本人に対する措置 
 

④地域の就労支援関係機関において障害者の職業生活における自立を支援＜福祉施策との有機的な連携を図りつつ推進＞ 
 ○ ハローワーク（全国545か所） 
   障害者の態様に応じた職業紹介、職業指導、求人開拓等 

 ○ 地域障害者職業センター（全国47か所） 
   専門的な職業リハビリテーションサービスの実施（職業評価、準備訓練、ジョブコーチ等） 

 ○ 障害者就業・生活支援センター（全国3１8か所） 
   就業・生活両面にわたる相談・支援 

各
種 



  法定雇用率の算定基礎の見直しについて 

 ◎ 法定雇用率の算定基礎の対象に、新たに精神障害者を追加 【施行期日 平成30年4月1日】。  

 ◎ 法定雇用率は原則５年ごとに見直し。 

  ⇒ 施行後５年間（平成30年4月1日～平成35年3月31日まで）は猶予期間とし、精神障害者の 
    追加に係る法定雇用率の引き上げ分は、計算式どおりに引き上げないことも可能。  
  ※ 具体的な引上げ幅は、障害者の雇用状況や行政の支援状況等を踏まえ、労働政策審議会障害者雇用分科会で議論。 

【法定雇用率の算定式】 

 身体障害者、知的障害者及び精神障害者である常用労働者の数 

＋  失業している身体障害者、知的障害者及び精神障害者の数 

常用労働者数 － 除外率相当労働者数 ＋ 失業者数  
法定雇用率   ＝ 

【激変緩和措置の内容】 

追加 

○ 平成25年4月1日～平成30年3月31日 

    身体障害者・知的障害者を算定基礎として計算した率（2.0％）    
○ 平成30年4月1日～平成35年3月31日 
    身体障害者・知的障害者を算定基礎として計算した率と 
    身体障害者・知的障害者・精神障害者を算定基礎として計算した率との間で政令で定める率    
○ 平成35年4月1日以降 

    身体障害者・知的障害者・精神障害者を算定基礎として計算した率 

４ 



障害者雇用納付金制度について 

未達成企業 達成企業 

未達成企業 達成企業 

「調整金」の支給 

「報奨金」の支給 
 （中小企業200人以下） 

「納付金」の徴収 
【超過1人当たり 月額2万7千円】 

【超過1人当たり 月額2万1千円】 

【不足1人当たり 月額5万円】 

法定雇用率（※） 
相当数 

雇用障害者数 

※ 障害者雇用促進法に基づき、少なくとも5年ごとに労働者及び失業者並びに障害者数の総数の割合の 

  推移を勘案して政令で設定。 

 雇用率未達成企業（常用労働者200人超）から納付金を徴収し、雇用率達成企業 

などに対して調整金、報奨金を支給するとともに、各種の助成金を支給。 

「助成金」の支給 
 （設備等に対し） 
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障害者雇用納付金制度に基づく助成金 

○ 障害者作業施設設置等助成金 
   障害者が作業を容易に行うことができるよう配慮された作業施設等(知的障害者等の作業能力に合わせた改造や 
 安全装置の取り付けがなされた設備等）の設置・整備・賃借を行う事業主に支給（障害者1人につき上限450万円 

 （作業施設の設置）等） 
 
○ 障害者福祉施設設置等助成金   
   障害者である労働者の福祉の増進を図るため、障害者が利用できるよう配慮された保健施設、給食施設等の 
  福利厚生施設の整備を行う事業主に支給（障害者1人につき上限225万円） 

  障害者が作業を容易に行えるような施設の設置・整備を行った場合の助成措置  

  障害者を介助する者等を配置した場合の助成措置  

○ 障害者介助等助成金 
   適切な雇用管理のために必要な介助者等の配置・委嘱 
 を行う事業主に支給（職業コンサルタントの配置1人につ 
 き月15万円等）   

  職場適応援助者による援助を行った場合の助成措置 

○ 職場適応援助者助成金 
   職場適応援助者による援助の事業を行う場合（福祉施設型）や、事業主が障害者である労働者の雇用に伴い  
  必要となる援助を行う職場適応援助者の配置を行う場合（事業所型）に支給（日額14,200円等（福祉施設型）等） 

  通勤の配慮を行った場合の助成措置 

  

○ 重度障害者等通勤対策助成金 
   障害者の通勤を容易にするための措置を行 
 う事業主等に支給（通勤援助者の委嘱1人に
つき１回2，000円等） 

能力開発を行った場合の助成措置 

○ 障害者能力開発助成金 
   障害者の職業に必要な能力を開発し、向上させるための能力開発訓練事業を行う事業主等が、能力開発訓  

 練のための施設・設備の整備を行う場合等に支給（上限2億円（施設設置）等）  



  ハローワークでの取組み 

１ 雇用率達成指導の強化 
 ○ 雇入れ計画期間及び公表猶予基準の見直し 
   ・雇入れ計画期間の短縮（３年→２年） 
   ・公表猶予基準の見直し 
   ※ 平成２４年１月１日以降適用 
  

２ 障害者に対する職業紹介等の充実 
  ・ 相談・支援体制の充実・強化（「就職支援ナビゲーター（障害者支援分）」の配置等） 
  ・ 各種の雇用支援策の活用（トライアル雇用、ジョブコーチ支援等） 
  ・ 関係機関との連携の強化（地域障害者職業センター、障害者就業・生活支援センター等）  
  ・ 定着指導 等 
  

３ 事業主に対する障害者雇用促進のための取組 
  ・ 雇用率達成指導と結びついた職業紹介の実施 
  ・ 障害者向けの求人開拓の実施（一般求人から障害者求人への転換を含む。） 
  ・ 各種助成金制度の活用 
  ・ 定着指導  等   
          



  

企業 

○ジョブコーチ 

○相談支援事業所 

○福祉事務所 

○発達障害者支援センター 

○難病相談・支援センター 

○医療機関 (※2)  等 

  ・専門援助部門が担当 

 ・就職支援コーディネーターを配置 
  し、関係機関と調整 

主査：ハローワーク職員 

 その他の就労支援者 

就職を希望している 
福祉施設利用者等 
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就職に向けた取り組み 就 職 

職場定着 

職業生活
の安定 

就労支援・生活支援 職場定着支援・就業生活支援 

障害者就労に向けたハローワークを中心とした「チーム支援」 

○地域障害者職業センター 

○障害者就業・生活支援センター (※1) 

○就労移行支援事業所 

○職業能力開発校 

○特別支援学校 

 副主査：福祉施設等職員 

 

  【24年度実績】 

    支援対象者数 21,635人 

      就職者数 10,636人 

      就職率      49.2％ 

障害者就労支援チーム 

（※1）可能な限り、障害者就業・生活支援センターがチームに参加し、生活面の支援を継続的に実施。 

（※2）支援対象者が医療機関を利用している場合は、医療機関に対してチームへの参加を積極的に依頼。 

    

 

 ○ 福祉施設等の利用者をはじめ、就職を希望する障害者一人ひとりに対して、 

  ハローワーク職員（主査）と福祉施設等の職員、その他の就労支援者がチームを 

  結成し、就職から職場定着まで一貫した支援を実施（平成18年度から実施） 

    



  

 
 

 
○ 就労支援機関、特別支援学校、医療機関等を対象とした 
  就労支援セミナー 
○ 障害者とその保護者等を対象とした事業所見学会 
○ 就労支援機関等の職員、企業の人事担当者等を対象 
  とした事業所見学会 
○ 障害者就労アドバイザーによる就労支援機関、特別支 
  援学校、医療機関等への助言 
 
 
 
 

 企業と障害者やその保護者、就労支援機関・特別支援学校の教職員の企業での就労に対する不安感等を払拭さ

せるとともに、企業での就労への理解促進を図るため、地域のニーズを踏まえて次の取組みを実施。 

  ○就労支援セミナー、事業所見学会、障害者就労アドバイザーの助言等による企業理解の促進 

  ○関係機関への職場実習協力事業所情報の提供、実習受入の依頼等による障害者に対する職場実習の推進 

一般雇用の理解促進 

  福祉、教育、医療から雇用への移行推進事業 

都道府県労働局による事業計画の策定 

 ○ 地域の関係機関による雇用移行推進連絡会議を設置し、意見を聴取 
 ○ 地域の状況・ニーズを踏まえた、事業の効率的、効果的な実施に係る企画立案 

都道府県労働局による事業の実施 
 

 
 
○ 職場実習に協力する意思のある事業所の情報収集 
○ 関係機関への職場実習協力事業所の情報提供 
○ 実習実施に係る職場実習協力事業所への受入依頼 
○ 一定の場合に、実習者の損害保険手続き、協力事業所 
  への謝金支払、実習を補助する実習指導員の派遣 
○ 職場実習のための合同面接会の実施 
   
 
 
 
 

職場実習の推進 

障害者に対する職場実習推進 企業就労理解促進事業 
 

※ 平成25年度においては、就職支援コーディネーター（一般雇用移行分）（計32名）を配置 



「トライアル雇用」による障害者雇用のきっかけづくり 
～障害者トライアル雇用事業～ 

○ 期 間 

   ３か月間を限度（ハローワークの職業紹介に

より、事業主と対象障害者との間で有期雇用契
約を締結） 

 

○ 奨励金 

  事業主に対し、トライアル雇用者１人につき 

  月４万円を支給 
 

○ 実 績 

  ・平成23年度 

    開始者数 11,378人 

    常用雇用移行率 86.9％ 

 

  ・平成24年度 

    開始者数  5,048人 

    常用雇用移行率 88.2％ 

不安の解消 
・軽減 

 障害者雇用の経験が乏しいことなどにより、障害者の雇入れをちゅうちょしている事業主と雇用・就労

経験が乏しいことなどにより、就職に不安のある障害者を対象として、事業主が障害者を短期の試行雇用

（トライアル雇用＝原則３か月）の形で受け入れることにより、その不安感等を除去し、以後の障害者雇

用に取り組むきっかけ作りや就職を促進することを目的としています。 

 また、現在障害者を雇用しておらず、障害者雇用に関するノウハウが乏しい事業主に対しては、障害者

トライアル雇用奨励金（月額４万円）を支給し、その取組を促進しています。 

トライアル雇用 

（３か月間の有期雇用） 

不  安 

障 害 者 

事 業 主 

常
用
雇
用 

障害に応じた 

職場の配慮事項 

が分からない 

どのような仕事が
適職か分からない 

就職は初めてなので、
職場での仕事に耐えら
れるのか不安 

訓練を受けた 

ことが実際に 

役立つか不安 

どのような仕事を 
担当させればよい 
か分からない 

身体障害者は雇用しているが、 

知的障害者を雇用するのは初めて 

障害者への接し方、
雇用管理が分から
ない 

不  安 



  

  地域障害者職業センターは、公共職業安定所等の地域の就労支援機関との密接な連携のもと、障害者に対する 

 専門的な職業リハビリテーションを提供する施設として、全国４７都道府県（ほか支所５か所）に設置。 

○ 職業評価 
  就職の希望などを把握した上で、職業能力等を評価し、それらを基に就職して職場に適応するために必要な支援内容・方法 

 等を含む、個人の状況に応じた職業リハビリテーション計画を策定。 
 

○ 職業準備支援 
  ハローワークにおける職業紹介、ジョブコーチ支援等の就職に向かう次の段階に着実に移行させるため、センター内での作 

 業体験、職業準備講習、社会生活技能訓練を通じて、基本的な労働習慣の体得、作業遂行力の向上、コミュニケーション能 

 力・対人対応力の向上を支援。 
 

○ 職場適応援助者（ジョブコーチ）支援事業 
  障害者の円滑な就職及び職場適応を図るため、事業所にジョブコーチを派遣し、障害者及び事業主に対して、雇用の前後 

 を通じて障害特性を踏まえた直接的、専門的な援助を実施。  
 

○ 精神障害者総合雇用支援 
  精神障害者及び事業主に対して、主治医等の医療関係者との連携の下、精神障害者の新規雇入れ、職場復帰、雇用継続 

 のための様々な支援ニーズに対して、専門的・総合的な支援を実施。 
 

○ 事業主に対する相談・援助 
  障害者の雇用に関する事業主のニーズや雇用管理上の課題を分析し、事業主支援計画を作成し、雇用管理に関する専門 

 的な助言、援助を実施。 
 

○ 地域の関係機関に対する職業リハビリテーションに関する助言・援助等の実施 
  障害者就業・生活支援センターその他の関係機関に対する職業リハビリテーションに関する技術的事項についての助言・援 

 助を行うほか、関係機関の職員等の知識・技術等の向上に資するため、マニュアルの作成及び実務研修等を実施。 

地域障害者職業センターの概要 

障害者一人ひとりのニーズに応じて、職業評価、職業指導、職業準備訓練及び職場適応援助等の各種の職業リ

ハビリテーションを実施するとともに、事業主に対して、雇用管理に関する専門的な助言その他の支援を実施。 



  職場適応援助者（ジョブコーチ）による支援 

◎支援内容 

事 業 主 
(管理監督者・人事担当者) 

ジョブコーチ 

障 害 者 

同僚 

同僚 

上司 家族 

・ 障害の理解に係る社内啓発 

・ 障害者との関わり方に関する助言 

・ 指導方法に関する助言 
・安定した職業生活を送るための家族の 
 関わり方に関する助言 

・障害特性に配慮した雇用管理に関する助言 
・配置、職務内容の設定に関する助言 

・業務遂行力の向上支援 
・職場内コミュニケーション能力の向上支援 
・健康管理、生活リズムの構築支援 

◎標準的な支援の流れ 

 

不適応課題を分析し、 

集中的に改善を図る 

  

 週３～４日訪問 

 

支援ﾉｳﾊｳの伝授やｷｰﾊﾟｰｿﾝ

の育成により、支援の主体

を徐々に職場に移行 

    週１～２日訪問 

 

数週間～数ヶ月 

に一度訪問 

移行支援 集中支援 
フォロー
アップ 

支援期間１～７ヵ月（標準２～４ヵ月）（地域センターの場合）  

◎ジョブコーチ配置数（２５年３月末現在） 

計１，２３０人 地域センターのジョブコーチ    ３１０人
第１号ジョブコーチ（福祉施設型） ７８１人
第２号ジョブコーチ（事業所型）  １３９人 

支援対象者数  ３，６７０人 

職場定着率（支援終了後６ヶ月）  ８６．７％ 
   （支援終了後６ヵ月：23年10月～24年９月までの支援修了者の実績） 

◎支援実績（２４年度、地域センター） 

 障害者の職場適応を容易にするため、職場にジョブコーチを派遣し、 

 ・ 障害者に対する業務遂行力やコミュニケーション能力の向上支援 

 ・ 事業主や同僚などに対する職務や職場環境の改善の助言を実施 



  障害者就業・生活支援センター 

業務の内容  就業及びそれに伴う日常生活上の支援を必要
とする障害のある方に対し、センター窓口での
相談や職場・家庭訪問等を実施します。 

＜就業面での支援＞ 

○ 就業に関する相談支援 

 ・ 就職に向けた準備支援（職業準備訓練、 

  職場実習のあっせん） 

 ・ 就職活動の支援 

 ・ 職場定着に向けた支援 

○ 障害のある方それぞれの障害特性を踏まえ   

 た雇用管理についての事業所に対する助言 

○ 関係機関との連絡調整 

＜生活面での支援＞ 

○ 日常生活・地域生活に関する助言 

 ・ 生活習慣の形成、健康管理、金銭管理 

  等の日常生活の自己管理に関する助言 

 ・ 住居、年金、余暇活動など地域生活、 

  生活設計に関する助言 

○ 関係機関との連絡調整 

雇用と福祉のネットワーク 

障害のある方 

相談 

地域障害者 

職業センター 

専門的支援 
の依頼 

生活支援 
（生活支援担当者1名） 

就業支援 
（就業支援担当者2～６名） 

ハローワーク 

事業主 

職場適応支援 

求職活動支援 

特別支援学校 
連携 

保健所 
保健サービスの 

利用調整 

福祉事務所 
福祉サービスの 

利用調整 

医療機関 

医療面の相談 

○ 関係機関と 

の連絡調整 

○ 日常生活・ 

地域生活に関 

する助言 

○ 就業に関す 

る相談支援 

○ 障害特性を踏 

まえた雇用管理 

に関する助言 

○ 関係機関と 

の連絡調整 

一 

体 

的 

な 

支 

援 

自立・安定した職業生活の実現 

技術的支援 

就労移行支援
事業者等 

 

基礎訓練の 

あっせん 

対象者の送
り出し 

  【24年度実績】  対象者数  110,914人  

             就職件数    15,431件   就職率 73％ 

 障害者の身近な地域においては、就業面と生活面の一体的な相談・支援を行う 

  「障害者就業・生活支援センター」の設置を拡充 

 21センター（14年5月事業開始時）→ 318センター（25年8月現在） 


